
























































































(借方)減損損失 73， 200 (貸方)資産73，200 
























出典:Ti tard， Pierre 1. and David B. Pariser，“Impaired Assets : 
Meeting Users' Information Needs，" The Journal of Accountancy 
(December 1996)， p.58. 一部修正
- 35 (573)一
(3) 利用予定資産の減損に関する認識






































































建物 275， 000 

























(借方)減損損失 36， 130 (貸方)営業権 30， 000 
機械設備 6， 130 
























公正価値 205. 000 
控除:見積売却コスト 10.000 













































































































































































































































































資産の減損価値の測定値に含めるべきではないと主張した (para.2. 3. 11) 0 J 






































































































































(1) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting 
Standards No. 121: Accounting for the Impairment of Long-Lived Assets and for Long-







なお， SFAS第121号は， 2001年8月に iFinancialAccounting Standards Board， 
Statement of Financial Accounting Standards No. 14: Accounting for the Impair同
ment or Disposal of Long-Lived Assets一以下SFAS第144号と略称するJとして改訂
された。









(3) Pinancial Accounting Standards Board， Discussion Memorandum: an analysis 01 
issues ref，α'ted to Accounting lor the Impairment 01 Long-Lived Assets and Identifiable 
Intangibles (P且SB，1990). 
(4) Pinancial Accounting Standards Board， Exposure Drafts， Proposed Statements 
of Pinancial Accounting Standards: Accounting lor the Impairment 01 Long-Lived 
Assets (PASB， 1993). 
(5) International Accounting Standards Committee， International Accounting 




(6) Paul， Jim， Pinancial Accounting Series : Special Report， International Reviw 01 













Cocco， Anthony， and Tommy Moores，“Accounting for the Impairment of Long-




































(14) American Institute of Certified Public Accountants， Statement of the Ac-
counting Principles Board No.4， Basic Concepts and Accounting Principles Under-
lying Financial Statement of Business Enteψrises， (AICPA，1970) p.81. 
(15) American Accounting Association， Accounting Concepts and Standards underlying 
CorJフorateFinancial Statements (1948 Rev i s i on) ，中島省吾(訳編) I増訂A.A.A.会
計原則」中央経済社，昭44年， 61頁。











































フロー の， t時点における割引現在価値であり， vrtは， t時点で予想した tt1
時点以降のキャッシュフローの， t時点における割引現在価値である o t時点で何
らかの事情が生じたために， t + 1時点以降に関する将来予測が下方修正されると，
O時点で予想した t時点の資本価値Vtは， t時点で予想した t時点の資本価値V't
に下落することになる。(改行)SFAS121による減損認識の条件は，回収可能性テス
トのみであり，資本価値の増減に関する条件は課されていない。ゆえにSFAS121に




































































(24)米山正樹(著) w減損会計一配分と評価一』森山書店， 2001年， 112・114頁
米山(同掲書， 115-116頁)は， この論理によると，収益力の低下を伴わずに保
有目的が変化するような場合においても同様の簿価修正が求められることになると
の観点から， SFAS第121号による測定基準の問題点を次のように指摘している。 iF
ASBの基準書は，投資目的が変化したかどうか(すなわち再投資を擬制しなけれ
ばならないかどうか)を著しい収益力の低下がみられるかどうかで判断している。
旧来の用途から十分な収益力が期待できなくなったとき，企業は一般に資本設備の
用途変更で予想外の不利な環境変化に対応するはずという推論は，とくに不自然な
ものではない。とすれば，収益力の低下が事実上の再投資を引き起こすという事実
認識も受け入れられないものではない。(改行)ただ資本設備に係る保有目的が変
化するのは，旧来の用途から十分な成果が期待できなくなった場合にかぎらない。
これまでの用途から当初予想したとおりの成果が引き続き期待できる場合であって
も，現在より多くのキャッシユフローを期待できるような用途が新たに見出される
ようなケースでは，その新たに見出されたものへと利用目的が変化するはずである。
つまり収益力の著しい低下は，資本設備の保有目的が変化するための事実上十分な
- 60 (598)一
条件であっても，必要な条件とはいえない。(改行)そうなると， FASBのよう
なやりかたで簿価の切り下げを論拠づけようとすれば，収益力の低下がみられる場
合だけでなく，それを伴わずに保有目的が変化するような場合においても同様の簿
価修正が求められることとなる。逆にいえば，収益力がむしろ上昇しているような
ケースにおいてさえ簿価修正を求める発想を現行ルールに見出せないかぎり，保有
目的の変化を簿価修正の論拠とみなすのは難しい。」
(25) SFAS第121号 (para.35とpara.36の問)
ノースカット (SFAS第121号・ para.35とpara.36の間)は，さらに，公正価値に
よる測定値の問題点を次のように指摘している。「さらに，ノースカットによれば，
売り手と買い手との間での交換取引という概念に基づく公正価値による測定値の利
用は，当該資産の本質を考慮していないと考えられている。彼は，公正価値での測
定は，オベレーショナルではないと考えている。明らかに 本基準書のパラグラフ
6における回収可能性テストは，企業実体ごとのテストである。資産の利用から生
じると予測される将来キャッシュ・フローの見積もりは，企業実体の特定の機械設
備および活動に固有の多くの側面を反映している。この見積もりは，企業実体の労
働力の効率，販売努力の効率，その技術の創造性，追加的資本を投資する経営者の
意欲などのような多くの変数についての仮定に依存している。予測される将来キャッ
シュ・フローを見積もることは いくらよくても極めて主観的なプロセスである。
しかし，それが企業実体の特定の機械設備および活動に係わるならば，それは，お
そらく企業実体の経営者の能力の範囲内にある。(改行)ノースカットによれば，
予測される将来キャッシュ・フローの時期を見積もり，これらのキャッシュ・フロー
を『リスクに見合う』利率で割り引くことは可能であろうが，その結果が公正価値
に近似すると考えることは，言い過ぎである。パラグラフ70において，審議会によ
れば，減損資産を売却せずに，利用し続ける意思決定は，代替的行動コースから予
測される将来キャッシュ・フローの比較に基づくものであり，本質的には資本投資
意思決定であると主張されている。審議会によれば，さらに，その代替的コースが，
予測される将来キャッシュ・フローの観点から，その資産を売却し，その受取額を
再投資するよりも，より多くを生み出すと予測されない限り，いかなる企業実体も，
資産を利用し続ける意思決定をしないであろうと考えられている。ノースカットに
よれば，審議会の合理性は，企業実体固有のキャッシュ・フローは，公正価値を見
積もるために利用する市場に基づくキャッシュ・フローと同じものではないこと，
したがって， 2組のキャッシュ・フローを決定しなければならないことを証明して
いると考えられている。J
(26) SFAS第121号 (para.35とpara.36の問)
61 (599)一

